
（単位：千円）
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令和 7年 2月10日

計

5

節　　　　　名
報酬                            
報償費                           
旅費                            
需用費                           
委託料                           

01
07
08
10
12

節

-2
18 26 26 26

553 79
0

0

0

42 72 70 70

3

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
663
77

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

83.4
1.7

0.4

10.6

0.0
77

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

08

総務費

総務管理費 589

744

009 589 866 744

866

現段階出力 段階

92,801

92,801 目
的-122

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

586

384

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

11 11 11 11

国庫支出金 県支出金

309 474

0.0
0

553

3 3 0
3.9

586

 連結区分３  

事業区分３

866 744

 

-122

744 -122

663

586 663 663

103,082

103,082

744

744

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

77

77

一般会計

政策的経費事業  

589

384 663

企画費

０１０２０１０８

行財政最適化推進経費

行財政最適化推進経費

103,08201

前年当初額 要求額前々年度決算額

103,0828,481

10,281

10,281

行政経営課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0110150000

会計

所属

8,481

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

586
0 0 0 663

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

款

目

010

02

001

　　　　　　　　　　 の最適化に取り組む。

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３行財政最適化推進経費

行政経営課

08

所属

009

行財政最適化推進経費事業２

       　　　       　秦野市職員による提案に関する規則等

　　　　　　　　　　　17　パートナーシップで目標を達成しよう

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　　持続可能な行財政運営に向けた取組の推進

　　　　　　　　　　　また、「職員定員最適化計画」に基づき、定員管理を行うとともに、組織・執行体制ヒアリング等を通じ
　　　　　　　　　　て、最適な組織・執行体制の構築に努める。

　　　　　　　　　　 的な組織・執行体制の構築を目指し、「部の設置に関する条例」の一部を改正する。
　　　　・令和6年度　はだの行政サービス改革基本方針に係る行財政調査会からの外部評価を受けるとともに、組織・執行体制

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　  事業費（進捗率）：384千円
　　　・令和6年度予算　　事業費（進捗率）：586千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：663千円

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　　　・令和5年度　はだの行政サービス改革基本方針に係る行財政調査会からの外部評価を受けるとともに、効率的かつ効果

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　 千円

　　　　・目　　的　　持続可能な行財政運営の実現を図る。
　　　　・ＳＤＧｓ　　11　住み続けられるまちづくりを

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・目標値　　職員定員最適化計画に基づく基準職員数を踏まえた定員管理

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　　秦野市職員の定数に関する条例、秦野市部の設置に関する条例、秦野市行財政調査会規則、

　　　　・計　　画　　秦野市総合計画、はだの行政サービス改革基本方針、第2期秦野市職員定員最適化計画等

　　　　・内　　容　　人口減少・少子超高齢化の進行を踏まえ、持続可能な行財政運営を実現するため、「はだの行政サービス
　　　　　　　　　　改革基本方針」について行財政調査会の評価を得ながら取組を進めるなど、継続して行財政改革に取り組
　　　　　　　　　　む。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０８

総務費

企画費

項 01

事業１



　　　該当なし

款

目

010

02

001

　　　該当なし

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３行財政最適化推進経費

行政経営課

08

所属

事業２

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　令和８年度を始期とする、（仮称）第２期はだの行政サービス改革基本方針の策定に向け、附属機関「行財政調査会」か
　　ら意見を聴取するため、令和６年度から開催回数を１回増やすことによる報酬の増。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　また、高度化・多様化する市民ニーズや、国の動向を捉え、適時適切に組織・執行体制の見直しを行う。

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　該当なし

（3） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

      令和４年度行財政調査会委員報酬　　　　293,600円
　　　令和５年度行財政調査会委員報酬　　　　309,270円
　　　令和６年度行財政調査会委員報酬見込み　332,600円

　　はだの行政サービス改革基本方針に基づく取組の推進を図る。また、社会情勢を見据えながら、業務に応じた適切な組織・
　執行体制の構築に努める。

事業１

　　「はだの行政サービス改革基本方針」に基づく取組や、「職員定員最適化計画」に基づく適正な定員管理を行うとともに、
　令和８年度を始期とする、「（仮称）第２期はだの行政サービス改革基本方針」及び「（仮称）第３期職員定員最適化計画」
　の策定を進める。

　　ＰＤＣＡサイクルを早め、外部評価の結果を次年度の取組に適切に反映させるとともに、持続可能な行財政運営に向けて、
　デジタル化等を踏まえた、一層の業務効率化や人材育成が求められる。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

009

行財政最適化推進経費

-3-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０８

総務費

企画費

項 01



（単位：千円）

-6-

令和 7年 2月10日

計

節　　　　　名
旅費                            
需用費                           
委託料                           

08
10
12

節

-253

4 0
54

 10

200 253 0 0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

21-04-03-02-04/0110150000/0505 10
刊行物等売却代

名　　　　　　　称
充 当 額

81
-199

100.0

構成比(%)

-199
12.3 87.7

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

4.9
95.1
0.0

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

589 866 744

866

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

02

01

08

総務費

総務管理費 589

市対象外重点ヒアリング 連結区分１

204

現段階出力 段階

92,801

92,801 目
的

増減額

令和 ７年度 当 初 予 算

020

001

280

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

0 4

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

4
4 23 77 77

再配置計画事業区分３

280

866 744

主要事業

-122

744 -122

81

-122

744

-199

103,082

103,082

744

-199

 連結区分３  

744

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業81

 

589

204 81

企画費

０１０２０１０８

公共施設再配置推進事業費

公共施設再配置推進事業費 280 81

前々年度決算額

103,0828,481

10,281

10,281

行政経営課

一般会計

査定額 増減額0110150000

会計

所属

8,481 103,08201

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

009

10
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象新規継続 評価対象

270
0 0 0 71

10



　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　280千円（　　）

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

款

目

020

02

001

　　　　　　　 複合化に向けた検討

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３公共施設再配置推進事業費

行政経営課

08

所属

009

公共施設再配置推進事業費事業２

　　　　・根拠法令　該当なし

　　　　　　　　　　17　パートナーシップで目標を達成しよう

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　公共施設更新面積の削減により、建設費と管理運営費を削減することで、必要性の高いサービスを良

　　　　・目　　的　　公共施設の適正な配置と効率的な運営により、将来に渡り真に必要な施設サービスを維持可能な
　　　　　　　　　　ものにする。

　　　　　　　 化に関する方針の改定
　　・令和6年度　市民ＷＥＢアンケートの実施、公共施設白書の改定、大根中学校区に係る学校施設と他の公共施設との

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　204千円（　　）
　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　280千円（　　）

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　市民ＷＥＢアンケートの実施、指定管理者制度等導入に向けた事業者との継続対話、公共施設のＬＥＤ

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　 81千円（　　）

　　　　・ＳＤＧｓ　 7　エネルギーをみんなに　そしてクリーンに
　　　　　　　　　　11　住み続けられるまちづくりを

　　　　　　　　　好な状態で将来の市民に引き継ぐことができる。
　　　　・目 標 値　2060年までに27.4％（47,477㎡）の更新面積を削減する。

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・計　　画　総合計画、公共施設再配置計画、公共施設等総合管理計画、行政サービス改革基本方針、公共施設
　　　　　　　　　保全計画

　　　　・内　　容　　「秦野市公共施設再配置計画」に基づく、公共施設の適正な配置と効率的な運営の実現に向け、
　　　　　　　　　　各種公共施設マネジメントを推進するため、第2期基本計画及び前期実行プランに基づき、各種施
　　　　　　　　　　策を推進する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-7-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０８

総務費

企画費

項 01

事業１



８　その他

（3） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

款

目

020

02

001

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３公共施設再配置推進事業費

行政経営課

08

所属

事業２

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　隔年で実施している市民ＷＥＢアンケートについて、令和７年度には実施しないことに伴い、委託料を減額し、事

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

　　・　「公共施設再配置計画第2期基本計画後期実行プラン」の策定
　　・　県が設置する地域プラットフォームを活用した公民連携事業の推進
　　・　公共施設の効率的な維持管理手法の検討
　　・　小規模地域施設に係る地域との意見交換

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　該当なし

　　・　「公共施設再配置計画第2期基本計画後期実行プラン」の策定
　　・　学校施設と他の公共施設との複合化に向けた具体的な検討

　　・　大根中学校区学校整備懇話会における地域との意見交換

　　業費全体として199千円（71.1％）の減額となった。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
    　該当なし 

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　・　庁内プロジェクトチームによる公共施設全体のあり方検討

事業１

　　　施した（予算は所管課）。
　　・　大根中学校区に係る公共施設のあり方を検討するため、教育委員会が設置した「大根中学校区学校整備懇話会」
　　　に出席し、地域との意見交換を実施した。

　　・　公共施設白書について、公共施設概要調査及び市民ＷＥＢアンケート結果、「統計はだの」のデータ等を踏まえ、
　　　令和６年度版に改定した。
　　・　「秦野市指定管理者制度導入施設モニタリング指針」に基づき、文化会館及びカルチャーパーク等において、中
　　　小企業診断士による財務状況点検、表丹沢野外活動センターにおいては、社会保険労務士による労働条件点検を実

009

公共施設再配置推進事業費

-8-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０８

総務費

企画費

項 01



款

目

020

02

001

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３公共施設再配置推進事業費

行政経営課

08

所属

事業２

事業１

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

009

公共施設再配置推進事業費
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０８

総務費

企画費

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 2月10日

計

77 0 0 -77

174 174 -28
155 77 77 -78

49
200
36

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
報償費                           

13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
使用料及び賃借料                      

01
03
07
08
10
11

節

-1,307
20 82 21 21

0 -7,289
-112

-61

 325

587 1,311 4 4

202

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-03-01-05-01/0110150000/0505 325
基幹統計調査委託金

名　　　　　　　称
充 当 額

325
-8,952
100.0

構成比(%)

0
0.0 0.0

査定額 増減額

0-8,952 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.0
15.1

53.5

1.2

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

7,892 9,415 102,338

9,415

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

25 統計調査費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

02

05

01

総務費

統計調査費 7,892

市 重点ヒアリング 連結区分１

7,808

現段階出力 段階

92,801

92,801 目
的

増減額

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

9,277

事業性質区分 主体区分

100.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

6,815 7,289

0.0構成比(%)
0

0 9,277

0.0

0
101 161 49 49

6.5

事業区分３

9,277

23.7
0.0

9,415 102,338

 

92,923

102,338 92,923

325

92,923

102,338

-8,952

103,082

103,082

102,338

-8,952

 連結区分３  

102,338

補助

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業325

 

7,892

7,808 325

統計調査総務費

０１０２０５０１

基幹統計調査費

基幹統計調査費 9,277 325

前々年度決算額

103,0828,481

10,281

10,281

行政経営課

一般会計

査定額 増減額0110150000

会計

所属

8,481 103,08201

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

 

029

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

0
325 0 0 0

0



　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　325千円

　　　　　　　 ができた。 

款

目

010

02

001

　　・令和6年度　農林業センサスにより、市内の農業従事者の栽培状況、販売金額等の統計データ尾を得ること

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３基幹統計調査費

行政経営課

01

所属

029

基幹統計調査費事業２

　　　　・目　　的　基幹統計調査を通し、様々な分野の基盤を作ることを目的とする。
　　　　・ＳＤＧｓ　 4　質の高い教育をみんなに
　　　　　　　　 　　8　働きがいも経済成長も
　　　　　　　　　　11　住み続けられるまちづくりを

　　 　　　　　　　 次の調査は、前年度調査書類の審査事務を実施する。
　　　　　　　　　　・農林業センサス（審査事務）（調査期日：令和7年2月1日）

　　・令和5年度　住宅・土地統計調査により、市民の居住する住宅の状況や、保有する土地の実態などの統計データを得る
　　　　　　　 ことができた。

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：7,808千円

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：     千円

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：9,277千円

　　　　　　　　　　次の調査については、令和7年度に準備事務を実施する。　
　　 　　　　　　　 ・経済センサス活動調査準備事務（調査期日：令和8年7月1日）

　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　公的統計の作成・活用により国民(市民)経済等の健全な発展及び生活の向上に寄与することができる。
　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　統計法(平成19年法律第53号)

　　　　・内　　容　統計法に基づき、次のとおり基幹統計調査を実施する。　
　　 　　　　　　　 ・学校基本調査（調査期日：令和7年5月1日）
　　　　　　　　　　・経済センサス調査区管理（調査期日：令和7年6月1日）

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-12-

当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05

事業１



８　その他

（3） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

款

目

010

02

001

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３基幹統計調査費

行政経営課

01

所属

事業２

 　　 R6　全国家計構造調査　　　 調査員数：18名　　　　指導員数：6名　　　　　調査対象：約216世帯

　　　前年に比べ、基幹統計調査数が減少したため、減額となった。
　　　また、規模の大きい国勢調査は１つの事業として計上するため。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　庁内ＧＩＳを活用し調査用地図を作成することによって統計調査業務の効率化を図る。

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

     
７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　公的統計は、行政利用だけでなく社会全体で様々な分野で利用される情報基盤となるため、今後も継続していく必要がある。
　　調査の正確性、プライバシーの保護に重点を置き調査を実施し、インターネット回答率の向上のための施策を検討していく。

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　該当なし

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

　　　R7　経済センサス-活動調査（準備事務）

　　　R3　経済センサス-活動調査　調査員数：53名　　　　指導員数：4名　　　　　調査対象：約5,000事業所
 　　 R4　就業構造基本調査　　　 調査員数：22名　　　　指導員数：2名　　　　　調査対象：約330世帯
 　　 R4　住宅土地統計調査単位区設定（準備事務）　　　 指導員数：23名　　　　 調査対象：249地区
 　　 R5　住宅土地統計調査　　　 調査員数：87名　　　　指導員数：17名　 　　　調査対象：4,137住戸・世帯

 　　 R6　農林業センサス　　　　 調査員数：59名　　　　指導員数：5名　　　　　調査対象：約1,100経営体
 　　 R6　国勢調査調査区設定（準備事務）

事業１

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　インターネット回答率を向上させるためホームページ等で積極的に周知していく。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・統計調査を円滑に実施するためには、統計調査員が安心して調査に従事できるような安全対策の確保が必要である。
　　・プライバシー意識の高まりや昼間不在世帯の増加により調査拒否や調査対象への接触困難な事例が増加している。
　  ・報告者の負担軽減、統計調査業務の効率化の実現のため、より一層のインターネット回答率の向上が必要である。

029

基幹統計調査費

-13-

当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05



款

目

010

02

001

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３基幹統計調査費

行政経営課

01

所属

事業２

事業１

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

029

基幹統計調査費

-14-

当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05



（単位：千円）

-19-

令和 7年 2月10日

計

節　　　　　名
報償費                           
需用費                           
役務費                           
委託料                           

07
10
11
12

節

0
0 0 3 3

0 -9
-5

3

 12

0 2 2 2

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-03-01-05-02/0110150000/0505 12
市町村統計調査等委託金

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
12

-11
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.0
58.3
16.7

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

統計調査費 7,892

102,338

029 7,892 9,415 102,338

9,415

現段階出力 段階

92,801

92,801 目
的92,923

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

25 統計調査費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

020

001

23

16

02

05

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 23

0.0 100.0
-11

8 12 7 7

国庫支出金 県支出金

8 9

0.0
0

0

25.0

23

 連結区分３  

事業区分３

9,415 102,338

 

92,923

102,338 92,923

12

23 12 12

103,082

103,082

102,338

102,338

補助

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-11

-11

一般会計

政策的経費事業  

7,892

16 12

統計調査総務費

０１０２０５０１

県単独統計調査費

県単独統計調査費

103,08201

前年当初額 要求額前々年度決算額

103,0828,481

10,281

10,281

行政経営課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0110150000

会計

所属

8,481

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

0
12 0 0 0

0
0

0



　　・令和6年度　人口動態の基礎資料の作成、統計グラフコンクール作品募集 

　ことが課題である。

款

目

020

02

001

　　統計グラフコンクールの応募作品が少ないことや、統計調査への理解が乏しく調査協力が得にくい

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３県単独統計調査費

行政経営課

01

所属

029

県単独統計調査費事業２

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・効　　果　人口動態の基礎資料を作成することで様々な分野で活用できる。
　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・目　　的　県内の他市町村との比較に役立たせることができる。
　　　　・ＳＤＧｓ　11　住み続けられるまちづくりを

　　神奈川県人口統計調査条例及び同事務処理要領に基づき住基記録異動情報を迅速に整理し、
　統計データ作成を継続していく。

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：12千円
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：  千円

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　人口動態の資料として毎月人口と世帯の発行及びホームページ掲載を実施していく。

　　・令和5年度　人口動態の基礎資料の作成、統計グラフコンクール作品募集

（2） 効果・目標値

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：23千円

　　　　・根拠法令　神奈川県人口統計調査条例及び同事務処理要領
　　　 　　　　　　 神奈川県市町村統計事務諸費交付金取扱要綱第2条
　　　　・計　　画　該当なし

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：16千円

　　　　・内　　容　県人口統計調査条例及び同事務処理要領に基づき、人口動態の基礎資料を得る。
　　　　　　　　　　人口と世帯の統計データを一般提供する。
　　　　　　　　　　統計グラフコンクールの実施。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-20-

当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05

事業１



款

目

020

02

001

令和 7年 2月10日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３県単独統計調査費

行政経営課

01

所属

事業２

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　該当なし     

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　「人口と世帯」発行部数の精査による減。
　　　令和７年度の事務スケジュールを踏まえ、統計グラフ作成講座を実施しないことに

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

（3） 自然災害対策への取組

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

　　　該当なし

　　よる減。

　　社会の変化、ニーズ変化に対応するため、人口動態に関するデータが必要である。
　　統計グラフコンクールの積極的な作品募集を行う。
　　統計事務の普及啓発を進め統計調査への理解を深める。

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　該当なし

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　事務処理の効率化を図り、統計データをより速やかに、広く公表する。
　　統計グラフコンクールの積極的な作品募集を行うとともに統計調査の普及啓発を図る。

029

県単独統計調査費

-21-

当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05



（単位：千円）
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令和 7年 2月13日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
08
10
11

節

11
24 35 28 28

16 -5
-1

-7

 60

4 4 15 15

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-03-01-05-02/0110150000/0505 60
市町村統計調査等委託金

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
60
-2

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

26.6
1.7

25.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

統計調査費 7,892

102,338

029 7,892 9,415 102,338

9,415

現段階出力 段階

92,801

92,801 目
的92,923

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

25 統計調査費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

030

001

62

28

02

05

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 62

0.0 100.0
-2

0 2 1 1

国庫支出金 県支出金

0 21

0.0
0

16

46.7

62

 連結区分３  

事業区分３

9,415 102,338

 

92,923

102,338 92,923

60

62 60 60

103,082

103,082

102,338

102,338

補助

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-2

-2

一般会計

  

7,892

28 60

統計調査総務費

０１０２０５０１

統計調査員確保対策費

統計調査員確保対策費

103,08201

前年当初額 要求額前々年度決算額

103,0828,481

10,281

10,281

行政経営課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0110150000

会計

所属

8,481

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

0
60 0 0 0

0
0

0



　　・令和6年度　次年度実施する国勢調査のための調査員募集 

款

目

030

02

001

令和 7年 2月13日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３統計調査員確保対策費

行政経営課

01

所属

029

統計調査員確保対策費事業２

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・効　　果　市登録調査員の拡充
　　　　・目 標 値　調査員　150名確保

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・ＳＤＧｓ　８　働きがいも経済成長も
　　　　　　　　　　17　パートナーシップで目標を達成しよう

　　・登録調査員の減少
　　・調査内容の複雑化や拒否世帯の増加に対応する調査員の質の向上

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：60千円
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：  千円

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・登録調査員の高齢化

　　・令和5年度　会報誌(ほほえみ)の発行　100部

（2） 効果・目標値

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：62千円

　　　　・根拠法令　神奈川県市町村統計事務諸費交付金取扱要綱第2条
　　　　　　　　　　統計調査員確保対策事業費実施要領
　　　　・計　　画　該当なし

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：28千円

　　　　・内　　容　統計調査を円滑に遂行するための調査員の確保及び現在登録している調査員の資質向上。
　　　　・目　　的　新たに統計調査員として調査に協力してもらえる市民の方を増やすとともに、現在登録
　　　　　　　　　している調査員の資質向上と知識習得及び交流を目指し、登録調査員の充実を図る。　

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-25-

当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05

事業１



　　　該当なし

款

目

030

02

001

令和 7年 2月13日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３統計調査員確保対策費

行政経営課

01

所属

事業２

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（3） 自然災害対策への取組

　　　国勢調査実施年度のため、会報誌の発行及び発送事務の補助に当たる会計年度任用
　　職員の任用をやめたことによる減。

　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　調査員の確保に努め、資質向上、知識習得及び交流を深めるため研修会開催等を継続していく。
　　調査員の高齢化による減少に歯止めをかけるため、継続していく必要がある。
　　登録されている調査員の資質の向上のため、研修等を行う必要がある。

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組

事業１

　　・調査員研修会で外部講師による研修を受講し、調査員の質の向上を図る。
　　・登録調査員を一度、辞任した方へ再登録を促す文書を送付し登録調査員の増加を図る。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・登録調査員からの紹介者を随時登録
　　・フルライフ秦野への依頼や自治会回覧による調査員募集
　　・ホームページに調査員募集について掲載し、登録調査員の増加を図る。

029

統計調査員確保対策費
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当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05



（単位：千円）

-28-

令和 7年 2月13日

計

0 1,660 1,660 1,660

0 1,093 1,093 1,093
0 11,115 11,115 11,115

0
0
0
0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
報償費                           

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
07
08
10
11

使用料及び賃借料                      

節

1,355
0 0 253 253

83,462 83,462
2,000

253

 101,889

0 0 1,355 1,355

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-03-01-05-01/0110150000/0505 101,889
基幹統計調査委託金

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
101,889
101,889

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

81.9
2.0

0.9

1.3

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

統計調査費 7,892

102,338

029 7,892 9,415 102,338

9,415

現段階出力 段階

92,801

92,801 目
的92,923

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

25 統計調査費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

040

001

0

0

02

05

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 100.0
101,889

0 0 2,000 2,000

国庫支出金 県支出金

0 0

0.0
0

83,462

951 951 951
0.3

0

1.1
10.9
1.6

 連結区分３  

事業区分３

9,415 102,338

 

92,923

102,338 92,923

101,889

0 101,889 101,889

103,082

103,082

102,338

102,338

補助

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

101,889

101,889

一般会計

義務的経費事業  

7,892

0 101,889

統計調査総務費

０１０２０５０１

国勢調査費

国勢調査費

103,08201

前年当初額 要求額前々年度決算額

103,0828,481

10,281

10,281

行政経営課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0110150000

会計

所属

8,481

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業 

0
101,889 0 0 0

0
0

0



　　・令和6年度　調査区域の設定（基幹統計調査費で実施） 

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　インターネット回答率を向上させるためホームページ等で積極的に周知していく。

款

目

040

02

001

令和 7年 2月13日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３国勢調査費

行政経営課

01

所属

029

国勢調査費事業２

２　全体計画[Ｐ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　公的統計の作成・活用により国民(市民)経済等の健全な発展及び生活の向上に寄与することができる。
　　　　・目 標 値　該当なし

　　　　・ＳＤＧｓ　 4　質の高い教育をみんなに
　　　　　　　　 　　8　働きがいも経済成長も

　　・プライバシー意識の高まりや昼間不在世帯の増加により調査拒否や調査対象への接触困難な事例が増加している。
　  ・報告者の負担軽減、統計調査業務の効率化の実現のため、より一層のインターネット回答率の向上が必要である。

　　　・令和 7年度予算　 事業費（進捗率）：101,889千円
　　　・令和 8年度以降　 事業費（進捗率）：　　　 千円

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・統計調査を円滑に実施するためには、統計調査員が安心して調査に従事できるような安全対策の確保が必要である。

　　・令和5年度　該当なし

　　　　　　　　　　11　住み続けられるまちづくりを

　　　・令和 2年度決算 　事業費（進捗率）： 74,006千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　統計法(平成19年法律第53号)
　　　　・計　　画　該当なし

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・平成27年度決算　 事業費（進捗率）： 67,331千円

　　　　・内　　容　統計法に基づき、次のとおり基幹統計調査を実施する。
                    ・国勢調査（調査期日：令和7年10月1日）
　　　　・目　　的　基幹統計調査を通し、様々な分野の基盤を作ることを目的とする。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05

事業１



款

目

040

02

001

令和 7年 2月13日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３国勢調査費

行政経営課

01

所属

事業２

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　公的統計は、行政利用だけでなく社会全体で様々な分野で利用される情報基盤となるため、今後も継続していく必要がある。
　　調査の正確性、プライバシーの保護に重点を置き調査を実施し、インターネット回答率の向上のための施策を検討していく。

　　　
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　　該当なし

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

      該当なし

（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　該当なし

　　　該当なし

事業１

　　　前年度要求予算がないため、R2予算と比較。
　　　報酬単価や運送価格の上昇に伴い増額。
　　　福祉施設等への調査委託の増加に伴い増額。　

　　庁内ＧＩＳを活用し調査用地図を作成することによって統計調査業務の効率化を図る。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

029

国勢調査費
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当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05



（単位：千円）

-35-

令和 7年 2月13日

計

節　　　　　名
旅費                            
需用費                           
委託料                           
負担金、補助及び交付金                   

08
10
12
18

節

-2
1 1 1 1

13 1
0

0

 5

21 20 18 18

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

21-04-03-02-04/0110150000/0505 5
刊行物等売却代

名　　　　　　　称
充 当 額

90.4

査定額 増減額

-4
52
-1

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

25.0
38.5
34.6

0.0
3

9.6

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

統計調査費 7,892

102,338

029 7,892 9,415 102,338

9,415

現段階出力 段階

92,801

92,801 目
的92,923

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

25 統計調査費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

050

001

53

39

02

05

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

15 20 20 20

国庫支出金 県支出金

2 12

0.0
0

13

1.9

53

 連結区分３  

事業区分３

9,415 102,338

 

92,923

102,338 92,923

52

53 52 52

103,082

103,082

102,338

102,338

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-1

-1

一般会計

義務的経費事業  

7,892

39 52

統計調査総務費

０１０２０５０１

統計事務費

統計事務費

103,08201

前年当初額 要求額前々年度決算額

103,0828,481

10,281

10,281

行政経営課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0110150000

会計

所属

8,481

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

44
0 0 0 47

9
5

0



　　 　　　　　　・神奈川県市部統計事務研究会出席

　　ホームページへの統計情報掲載の充実
　　デジタル化の推進

款

目

050

02

001

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

令和 7年 2月13日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３統計事務費

行政経営課

01

所属

029

統計事務費事業２

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・効　　果　統計データを用いた計画等の基盤になる。
　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・目　　的　統計データを一般提供する。
　　　　・ＳＤＧｓ　11　住み続けられるまちづくりを

　　 　　　　　　・その他統計に係る研修会出席 

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：52千円
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：  千円

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　 　　　　　　・その他統計に係る研修会出席
　　・令和6年度　・統計要覧の発刊
　　 　　　　　　・神奈川県市部統計事務研究会出席

　　・令和5年度　・統計要覧の発刊

（2） 効果・目標値

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：53千円

　　　　・根拠法令　神奈川県市部統計研究会会則
　　　　　　　　　　統計法(平成19年法律第53号)
　　　　・計　　画　該当なし

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：39千円

　　　　・内　　容　様々な分野の統計数値をデータ化し、統計書として印刷刊行する。
　　　　　　　　　　また、県内各市町村における統計担当で構成する研究会に係る経費を計上し、
　　　　　　　　　会議等に参加する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05

事業１



（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

款

目

050

02

001

令和 7年 2月13日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0110150000

事業３統計事務費

行政経営課

01

所属

事業２

（1） 市制施行70周年を契機とした取組

      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　統計データは、広く市民が容易に入手し、効果的に利用できるものとして提供する必要がある。

      神奈川県市部統計事務研究会の定例会開催場所が遠方になったことによる旅費の増。
      統計要覧の発行部数の見直しによる減。

　　　該当なし

（3） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

　　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　様々な分野の統計データをまとめた「統計はだの」を刊行し、ホームページにも掲載することで
　情報提供を継続する。今後も各種統計データを広く活用していただくため収集・分析を行っていく。

８　その他

　　　該当なし

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　各種統計データの収集、分析を迅速に行い、速やかにホームページに掲載する。
　　統計はだの等の統計情報のオープンデータ化増加の検討。

029

統計事務費
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当 初 予 算

統計調査費

０１０２０５０１

総務費

統計調査総務費

項 05
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